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ヴェルの競争力向上を図る産業クラスターの整備を開始した。そこでは 200 1 年度より
1 8 のプロジェクトを指定し、 5 年単位で、プロジェクトの立ち上げ及び産業クラスター
の自律的発展を課題に計画を改訂しつつ、実施している。他方で、文部科学省は、地域の
公的研究機関を中核に、企業、金融、地方自治体の連携の下で技術革新を展開する「知的










































第 2 に、本論文は、 EU及びフランスにおけるガバナンスの構造を念頭に置きながら、
日本において、地方分権改革及び道州制改革がクラスター政策をより有効にするための条
件であることを指摘する。従来の比較地方自治論では、日本とフランスを比較する際に、
もっぱら中間団体としての府県とデノ《ルトマンをとりあげてきたが、本論文はフランスに
円ペudιI 
おける地域圏の役割を強調し、それと比較されるべき日本の道州政府の役割について斬新
な指摘を行っている。従来の日本における道州制改革論では地方制度改革の枠に限定され
た制度設計論が主題であったが、本論文は、クラスター政策としづ具体的な政策領域を前
提に道州政府の役割を論ずることで、個別の政策効果との関係で道州制改革を論じ、道州
政府の所掌事務、その財政支出の可能性など道州制改革論における新しい制度設計の地平
を切り拓くことに成功したのである。
もっとも、本論文の対象とするクラスター政策は、日本でもフランスでも実施されて十
年ほどしか経過していないために、いまだその効果を包括的に論ずる段階に達しておらず、
結論部分では、東日本大震災後の日本についての記述など、やや将来展望的な仮説にとど
まる面が見られる。だが、その綿密な分析による事実発見と、日欧比較により地方分権改
革を政策効果の軸から再解釈するとしづ斬新な視角の提示とにおいて、本論文は博士(法
学)の学位を授与するに値することを十二分に示している。
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